
○さぬき市空家等の対策の推進に関する条例等施行規則 

令和４年６月２３日 

規則第３７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１

２７号。以下「法」という。）及びさぬき市空家等対策の推進に関する条例（令

和４年さぬき市条例第１９号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例において使用する用語の例

による。 

（立入調査等） 

第３条 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第１号）

により行うものとする。 

２ 法第９条第４項及び条例第８条第２項の身分を示す証明書は、立入調査員証（様

式第２号）とする。 

（助言等） 

第４条 法第２２条第１項の助言は、原則として文書により行い、同項の指導は、

指導書（様式第３号）により行うものとする。 

２ 条例第９条の助言は、原則として口頭により行い、同条の指導は、指導書によ

り行うものとする。 

（勧告） 

第５条 法第２２条第２項の規定による勧告は、勧告書（様式第４号）により行う

ものとする。 

（命令等） 

第６条 法第２２条第３項の規定による命令は、命令書（様式第５号）により行う

ものとする。 

２ 法第２２条第４項の通知書は命令前通知書（様式第６号）、同項の意見書は命

令前意見書（様式第７号）によるものとする。 

３ 命令前通知書の交付を受けて法第２２条第４項の自己に有利な証拠を提出する

者は、命令前意見書に当該証拠を添えて市長に提出するものとする。 

４ 法第２２条第４項の代理人の資格は、書面で証明しなければならない。また、

当該代理人がその資格を失ったときは、当該代理人を選任した者は、書面でその

旨を市長に届け出なければならない。 

５ 法第２２条第５項の規定による意見の聴取の請求は、意見聴取請求書（様式第

８号）により行うものとする。 



６ 法第２２条第７項の規定による通知は、意見聴取通知書（様式第９号）により

行うものとする。 

７ 市長は、意見の聴取に伴い要する法第２２条第６項に掲げる者及び同条第８項

に規定する証人に係る費用は、弁償しない。 

８ 法第２２条第１３項の規定により設置する標識は、標識（様式第１０号）とす

る。 

（代執行等） 

第７条 法第２２条第９項の規定による処分（以下「代執行」という。）を行う場

合の行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第１項の規定による戒告は、

戒告書（様式第１１号）により行うものとする。 

２ 代執行を行う場合における、行政代執行法第３条第２項の代執行令書は、代執

行令書（様式第１２号）によるものとし、同法第４条の証票は、代執行責任者証

（様式第１３号）とする。 

３ 代執行を行う場合の行政代執行法第５条の規定による代執行に要した費用の納

付の命令は、執行後１４日以内に代執行費用納付命令書（様式第１４号）により

行うものとする。この場合において、当該費用の納期限は、代執行費用納付命令

書の発送の日から起算して２８日以内とする。 

４ 前項の納期限までに納付がないときは、市長は、さぬき市税外収入金の督促手

数料及び延滞金に関する条例（平成１４年さぬき市条例第５９号）第２条第１項

の規定により、代執行費用納付督促状（様式第１５号）により督促するものとす

る。 

（命令代行措置） 

第８条 条例第１０条第１項の申出は、命令代行措置申出書（様式第１６号）によ

り行わなければならない。 

２ 市長は、命令代行措置申出書を受理したときは、速やかにその内容を審査して

申出の承諾の可否を決定し、命令代行措置承諾通知書（様式第１７号）又は命令

代行措置不承諾通知書（様式第１８号）により、当該申出を行った特定空家等の

所有者等に通知するものとする。 

３ 前項の場合において、当該申出を承諾するときは、市長は、命令代行措置承諾

通知書に次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 対象となる特定空家等の所在地及び用途 

(2) 代行しようとする措置の内容 

(3) 代行しようとする措置に係る費用 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

４ 第２項に規定する命令代行措置承諾通知書による通知を受けた者であって、そ

の措置の実施を依頼するものは、命令代行措置依頼書（様式第１９号）に当該措



置の実施に要する費用を支払う資力及び信用を有することを証する書面を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（緊急安全措置） 

第９条 条例第１１条第１項の規定による緊急安全措置は、次に掲げるものとする。 

(1) 近隣住民等に危険を知らせる看板 

(2) 侵入防止のためのバリケード及びロープの設置 

(3) 屋根、外壁材等の部材で、落下又は飛散のおそれがあるものの養生、取り外

し等 

(4) 開放されている窓、門扉その他の開口部の閉鎖 

(5) 倒木の可能性のある樹木のロープ等による補強 

(6) その他市長が特に必要と認める措置 

２ 市長は、前項の措置を講じたときは、当該措置を講じた管理不全状態にある空

家等の所有者等に当該措置の内容を通知するものとする。ただし、市長がその必

要がないと認めるときは、この限りでない。 

３ 条例第１１条第２項の規定による請求は、次に掲げる事項を記載した書面を添

えて、前項の規定による通知と併せて行うものとする。 

(1) 措置した空家等の所在地及び用途 

(2) 措置の内容 

(3) 措置に要した費用 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（さぬき市空家等対策協議会） 

第１０条 条例第１３条第２項の市長が指定するものは、次に掲げるものする。 

(1) 特定空家等に対する処分の方針に関すること。 

(2) その他空家等の対策の推進に関すること。 

（会長及び委員の任期） 

第１１条 協議会に会長を置き、市長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 委員の任期は、委嘱の日から当該委嘱の日の属する年度の翌年度の末日までと

する。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会議） 

第１２条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長



の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第１３条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明

又は意見を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第１４条 委員は、職務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。 

（庶務） 

第１５条 協議会の庶務は、建設経済部都市整備課において行う。 

（その他） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、空家等の対策の推進に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 


